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意見の趣旨 

一般用医薬品のインターネット販売規制の緩和に反対します。 

 

意見の理由 

１ はじめに 

内閣官房設置の「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調

査会」（以下、「専門調査会」という）において、２０１０年１１月３０日、一

般用医薬品のインターネット販売規制の緩和に向けた審議・ヒアリングを実施し、

パブリックコメント募集を行いました。そして、同日の議事要旨によれば、今後、

一般用医薬品のインターネット販売規制の緩和に向けた提言がなされることにな

っています。 

しかし、以下に述べるように、こうした動きは、長年かけて議論した「改正薬

事法」に至る議論を無視するものであり、しかも、これまで医薬品の安全性に関

わってきた者を排除して一般用医薬品のインターネット販売規制の緩和を推し進

めようとするものであり、到底容認できるものではありません。 

 

２ 一般用医薬品のインターネット販売の原則禁止の必要性 

 ２００９年６月の「改正薬事法」施行に伴い、省令により、一般用医薬品につ

いて、第３類医薬品を除き、インターネット販売等が禁止されました。 

「改正薬事法」の基本的理念は、専門家による実効性のある情報提供と相談対

応によって、一般用医薬品の適切で安全な使用を実現しようとする点にあります。  

２００４年から２００７年に医薬品副作用救済制度による給付が行われた２７

４３件のうち、原因薬剤に一般用医薬品を含むものは１３９件（５％）あり、一

般用医薬品による健康被害の内訳をみると、スティーブンス・ジョンソン症候群、

中毒性表皮壊死症など重篤な副作用被害が最も多く、少なくとも７人が死亡して

いると報告されています。そして、原因薬剤の半数以上は、第２類の総合感冒薬

です。副作用被害救済制度の申請率の低さに鑑みれば、実際には一般用医薬品に

よって、より多くの副作用被害が発生していると考えられます。 

一般用医薬品の安全な使用を確保するためには、対面販売が不可欠であり、対

面販売を実現できないインターネット販売を禁止した省令は極めて適切です。 

 規制に反対するインターネット販売業者等は、高齢者や障がい者、離島居住者

などの利便性が損なわれると主張していますが、むしろ、これらの方々に対して

こそ、専門家の指導による適切な医薬品の使用が強く求められます。消費者が求

める利便性は、あくまで安全を前提にしたものなのです。 

 

３ 内閣官房設置の「専門調査会」における規制緩和に向けた審議の問題点 

そして、専門調査会の審議過程には、以下のような問題点があります。 

①  ５年間に及ぶ厚生労働省検討会の審議を無視 
省令によるインターネット販売規制の基礎となった薬事法改正は、厚生労働

省における医学・薬学の専門家を中心とした検討会での約５年間に及ぶ審議に
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基づくものであり、その改正の主眼は一般用医薬品の販売制度の改善にありま

した。 

これは、従来ルーズな販売が行われがちであった一般用医薬品について、専

門家による情報提供と相談対応を通じて、その安全な使用を確保することを目

指したものであり、医薬品による健康被害の防止という観点からはきわめて重

要な改正です。 

省令によるインターネット販売規制はこのような議論を踏まえたものであ

り、省令公布後に医学・薬学の専門家、法律の専門家、薬害被害者、インター

ネット販売業者など様々な立場の委員が参加した「医薬品新販売制度の円滑施

行に関する検討会」においても維持された結論です。  

専門調査会では、上記のようなインターネット販売規制に至る審議過程が無

視されています。 

②  不十分な専門調査会の審議時間 
専門調査会の開催スケジュールによると、今後５回（予備日を含む）のヒア

リングと、２回（予備日を含む）の報告書案の議論を経て報告書を完成させる

ことが予定されています。 

しかし、一般用医薬品のインターネット販売規制に関するさらなる審議、ヒ

アリングを今後行うかは明らかにされていません。 

専門調査会では、一般用医薬品のインターネット販売規制以外の議論も多数

なされています。したがって、その検討項目の数とそれぞれのボリュームから

すれば、今後さらに一般用医薬品のインターネット販売規制に関する議論に費

やすことはない、もしくは、議論をするとしてもきわめて限られた時間でしか

行われないことは明らかです。 

専門調査会における一般用医薬品のインターネット販売規制に関する審議

時間は、これが生命・健康に関わる問題であるにもかかわらず、あまりにも短

すぎます。 

③  医薬専門家不在の審議 
しかも、専門調査会の委員は、インターネット販売業者やインターネット等

の情報通信に関する専門家で占められており、医学・薬学の専門家や、薬害被

害者など、医薬品のリスクについて十分な知識を有する委員は含まれていませ

ん。このような委員構成による専門調査会は、生命・健康に関わる医薬品とい

う商品の販売方法を議論するに適した場でないことが明らかです。 

医薬専門家らによる長期間に及ぶ議論の結果としてなされた販売制度の改

正を、医薬専門家不在の調査会がきわめて短時間の審議で覆すのは、乱暴とい

う他ありません。 

④  薬害被害者や消費者団体等の軽視 
これまで私たち薬害被害者や消費者団体等は、一般用医薬品のインターネッ

ト販売規制を求める意見を繰り返し表明してきました（２００９年６月１８日

付「一般用医薬品のインターネット販売原則禁止の継続を求める要望書」など）。 

それにもかかわらず、専門調査会においては、薬害被害者団体に対して書面
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で回答を求める形式でヒアリングを実施しただけでした（しかも、回答期間が

きわめて短く、十分な検討の余裕を与えないものでした。）。さらに、消費者

団体等に対しては、今日に至るまで、いかなる形式のヒアリングも実施されて

いません。 

これでは、インターネット販売規制に関する多様な意見を十分に調査したも

のとはいえません。 

 

４ 朝令暮改の規制緩和に反対する 

２００９年６月の薬事法改正は、当時野党であった民主党も含め、国会におい

て全会一致で成立したものです。それからわずか１年半で、改正薬事法の理念を

無視した規制緩和を行うことは、朝令暮改以外の何ものでもありません。 

インターネット業者のなかには、薬事法改正後、海外に法人を設立し、そこを

通じて、わが国でのインターネット販売を実質的に継続するなど、脱法行為とも

言うべき行為を行う者があり、その姿勢に大いに疑問を抱かざるを得ません。 

今、求められているのは、対面販売の原則を堅持して、店頭販売を含め、専門

家による実効性のある情報提供と相談対応を徹底して、改正薬事法の理念である

一般用医薬品の適切で安全な使用を実現することであり、インターネット販売を

解禁したり、規制を緩めたりすることではありません。 

私たちは、一般用医薬品のインターネット販売規制の継続を求めます。 

 以上      


